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I Ba- 3　　　　　知的障害養護学校における家庭科教育（第１報）一調査概要と家庭科設置状況－
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目的　　 障害児の家庭科教育研究はほとんど進展してお らず、その実態も明らかになって

いない。そこで、知的障害養護学校中学部と高等部における家庭科あるいは家庭科的教育

の実態を把握し、よりよい教育内容や教育方法を探っていくことが本研究の目的である。

方法　　 全国の国公立知的障害養護学校中学部と高等部計747 校を対象にして、家庭科主

任宛に自記式調査用紙を郵送した。調査時期は、２０００年６月から同年８月である。有効回

収数は、中学部208 校、高等部244 校であった （有効回収率60.5% ）。

結果　1 ）中学部では家庭科20.2%, 職業･ 家庭科10.1 ％であり、教科として設置している

学校は３割にとどまり、生活単元学習（51.9% ）や作業学習（43.3% ）として家庭科的な内

容を指導している学校の方が多い。高等部では家庭科45.5% 、職業･家庭科10.2% 、家政科

1.6% となり、教科として設置す る学校が多くなグている。

2 ）家庭科的な内容を指導している学年は、中学部、高等部ともに３年間が約９害lと多く、

生徒全員が学んでいる学校は７割程度であり、一部の生徒しか学んでいない学校もある。

3 ）家庭科 （的教育を含む）の授業時間設定は多様であり、教育内容では食生活、衣生活

が多く、住生活は少なく、保育内容は中学部では全く指導しない学校が６割近くある。

4 ）回答者の家庭科免許取得状況は中学部では41.6% 、高等部では56.7% であり、高等部

の方が免許取得者は多い。回答者の年齢は30 代、40  代で６割強を占め、男性は約１割であ

り、勤務経験は養護学校だけでなく中学校や小学校など多様であった。

lBa-4 高等学校家庭科における企業 との連携授業
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【目的】家庭科4ま、生活に密着した科目であり、取り扱う内容が多様である。多様であっ

ても、それらの専門的な研究をしている企業と連携した授業を行うことによって、生徒の

興味・関心をひき出すことができるのではないかと考えた。そこで、本研究は、生徒が教

室に居ながらにして専門家から直接、授業を受けることができる方法の検討を行い、授業

実践を行ったものである。

【方法】平成1  0～1  2 年度にわたり、

授業を実践した。

で

【結果】生徒が教室に居ながらにして専門家から授業をうける手段として、TV会議システ

ムを用いた。これにより、遠隔地であってもリアルタイムでface　to face の授業が可能

となった。講義のみでなく、実験や実習も行うことができ、それらは授業のペースにあわ

せて展開することが可能である。また、生徒がとても真剣に授業に参加し、この様子が実

習では特に顕著であった。

一方で、今回の高等学校と企業との連携授業は、初の試みで、事前準偏に相当の労力が

必要であった。しかし、高等学校側、企業側の双方にメリットが得られるものであり、今

後の授業形態の一つとして、十分に期待できるものであることもわかった。
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